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(57)【要約】
【課題】　穿孔作業において不具合の生じた孔を、効率
的かつ低コストで補修する方法を提供する。
【解決手段】　まず、金属板６１に形成された不具合孔
にリベット等の充填材を充填する。次に、当該不具合孔
およびその周囲である補修領域に、複動式摩擦攪拌点接
合装置が備える回転工具部５１のピン部材１１を当接さ
せて回転させながら押し込む。その後、ピン部材１１を
引き抜きながら、当該ピン部材１１およびショルダ部材
１２の双方により、ピン部材１１の押し込みで形成され
た凹部を埋め戻す。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸線周りに回転し、かつ、当該軸線方向に進退移動可能に構成されている円柱状のピン
部材を備えている摩擦攪拌点接合装置を用いる金属材の孔補修方法であって、
　金属材に形成された補修対象の孔に充填材を充填する、孔充填工程と、
　前記摩擦攪拌点接合装置の前記ピン部材を、前記金属材の一方の面における前記孔を含
む補修領域に当接させて回転させながら、前記ピン部材を前記補修領域に進入させる、回
転押し込み工程と、
　前記ピン部材を前記補修領域から後退させるとともに、当該ピン部材により、前記回転
押し込み工程で形成された前記補修領域の凹部を埋め戻す、凹部埋め戻し工程と、を含む
ことを特徴とする、
摩擦攪拌点接合を用いた孔補修方法。
【請求項２】
　前記摩擦攪拌点接合装置は、前記ピン部材の外側を囲うように位置し、当該ピン部材と
同一の軸線周りに回転するとともに当該軸線方向に進退移動可能に構成されている円筒状
のショルダ部材をさらに備えている複動式摩擦攪拌点接合装置であり、
　前記回転押し込み工程では、前記複動式摩擦攪拌点接合装置の前記ピン部材および前記
ショルダ部材を、前記金属材の一方の面における前記孔を含む補修領域に当接させて回転
させながら、前記ピン部材または前記ショルダ部材を前記補修領域に進入させ、
　前記凹部埋め戻し工程では、前記ピン部材または前記ショルダ部材を前記補修領域から
後退させつつ、当該ピン部材および前記ショルダ部材の少なくとも一方により、前記回転
押し込み工程で形成された前記補修領域の凹部を埋め戻す、ことを特徴とする、
請求項１に記載の孔補修方法。
【請求項３】
　前記摩擦攪拌点接合装置は、前記ピン部材または前記ショルダ部材の外側に位置し、前
記金属材を一方の面から押圧するクランプ部材と、
　前記クランプ部材に対向する位置に設けられる裏当て部材と、をさらに備え、
　前記金属材の他方の面に裏当て部材を当接するとともに、前記金属材の一方の面のうち
前記補修領域の外側を前記クランプ部材で押圧することにより、当該金属材を両面から支
持する金属材支持工程と、を含むことを特徴とする、請求項１または２に記載の孔補修方
法。
【請求項４】
　前記回転押し込み工程および前記凹部埋め戻し工程は、前記金属材の片面または双方の
面から行うことを特徴とする、請求項１ないし３のいずれか１項に記載の孔補修方法。
【請求項５】
　前記金属材が航空機を構成する部品または構造体であることを特徴とする、請求項１か
ら４のいずれか１項に記載の孔補修方法。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、摩擦攪拌点接合を用いた孔補修方法に関し、特に、航空機分野において好適
に用いることが可能な孔補修方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、輸送機器の製造または整備においては、金属製の部品または組み立てられた構
造物（まとめて金属材と称する。）に穿孔を行うことがある。この穿孔作業は、基本的に
、種々の要因により形成された孔の状態に不具合を生じさせる可能性を含んでいる。例え
ば、単純な作業ミス、あるいは、穿孔作業を行うための穿孔装置の不具合、金属材の変形
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等によって、孔を形成すべき位置がずれたり、形成した孔の寸法が違ったりする等の不具
合が挙げられる。
【０００３】
　上記不具合が発生すれば、通常は、何らかの方法で孔の補修を行うことになる。孔を補
修する方法としては、例えば、（１）孔への充填剤の充填、（２）肉盛り溶接による孔の
充填、（３）リベット等の栓部材による孔の機械的な閉塞、（４）対象となるファスナー
サイズの変更、（５）ダブラ（補強板）による補強と孔の再穿孔等が挙げられる。
【０００４】
　輸送機器が自動車または鉄道車両であれば、部品または構造物の種類にもよるが、上記
（１）または（２）の方法を用いることができる。これに対して、輸送機器が航空機であ
れば、上記（１）または（２）の方法を用いることができず、一般的には、上記（３）、
（４）または（５）の方法を用いることになる。これは、航空機が他の輸送機器と比較し
て、過酷な環境で使用されるものであるためである。
【０００５】
　例えば、航空機に対する穿孔作業時に前記のような孔の不具合が発生したとして、形成
された孔を充填剤で埋めたとしても（前記（１）の方法）、充填材の弾性率が母材の金属
と異なり、母材の強度は回復しない。また、過酷な環境下では充填剤が孔から外れてしま
う可能性が極めて高い。また、形成された孔を肉盛り溶接で充填しようとすると（前記（
２）の方法）、肉盛り溶接された金属材および周辺の結晶組織が変化し、当該金属材の強
度が低下したり溶接割れが生じたりするため、多くの航空機用高強度材料には溶接が許容
されない。それゆえ、航空機における孔の補修は、前記（３）、（４）または（５）の方
法が選択される。
【０００６】
　また、航空機においては、孔の形成された金属材が取外し可能な部品であれば、部品そ
のものを再度製作して交換することも行われる。なお、以下の説明では、この部品交換を
、孔を補修する方法（６）と見なす。
【０００７】
　航空機の補修に関する技術としては、例えば、孔の補修ではないが、特許文献１に、航
空機のハニカム構造部品の修理に用いられる装置が開示されている。また、穿孔作業によ
り生じた孔の補修ではないが、特許文献２には、航空機胴体が鳥または他の物体の衝撃に
より損傷したときに、当該損傷域を補修するために用いられる、航空機胴体損傷域の切り
取り方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平８－１７５４９８号公報
【特許文献２】特表２００９－５３７３７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、航空機は、前記のとおり過酷な環境下で使用される輸送機器であることから
、他の輸送機器と比較して、本体または部品は高い耐環境性が要求される。また、航空機
は、他の輸送機器と比較して特殊な部品および素材を使用して製造される。ここで、航空
機構造の特徴として、素材の強度を限界まで使うことで重量を最少とする設計であり、か
つ、損傷許容設計であること、また、部品の整備性の観点から、構造部品の大部分が、リ
ベット、ボルト－ナット等のファスナーによる機械的結合が採用されることが挙げられる
。この特徴のため、航空機の製造時または整備時には、他の輸送機器と比較して穿孔作業
が発生する頻度が高く、それゆえ、形成された孔に不具合が生じる可能性も相対的に高く
なる傾向にある。
【００１０】
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　しかしながら、航空機における孔の補修で一般的に用いられている、前記（３）～（６
）の方法は、補修の低効率性、高コスト化または航空機の重量増加の少なくともいずれか
を招くという課題を有する。
【００１１】
　具体的には、まず前記（３）の方法であれば、孔を閉塞した部材は、母材に接触してい
るだけの状態にあることから、母材の強度維持または強度向上にほとんど貢献することが
ない。そのため、閉塞の対象となる孔が、本来不要な孔であり、かつ、他の孔または部品
の端部あるいは縁部に近接しておらず、さらに、放置しても強度上の問題が無い孔である
場合にしか用いることができない。それゆえ、例えば、部材の結合に必要な孔を穿孔する
作業中に、当該孔に不具合が発生した場合には、この修理方法を適用できることは稀であ
る。またこの方法では、孔をリベット等で閉塞するため、リベットという部材が追加され
ることになる。それゆえ、航空機の重量が増加してしまう。
【００１２】
　また前記（４）の方法は、部材を結合するためのファスナー孔の傷または孔径の不良が
発生した場合には、当該孔をひとまわり大きなドリルで整形し、太いファスナーで結合す
るもので、不具合に対する処置としては頻繁に用いられる。しかしながら、修理に適合す
るファスナーの選択が限られることから、当該ファスナーの調達にコスト、時間等を要す
る。しかも、大きくなったファスナーの頭部が周囲の部材または構造に干渉したり、孔が
拡大することにより部材の残存部が減少して強度に問題が生じたりすることから、不具合
の発生した孔の状況によっては、この方法を適用できないことがある。
【００１３】
　また前記（５）の方法は、孔径の拡大または位置の誤りによって所望の強度が期待でき
なくなったファスナーおよび部材をダブラ（補強板）で覆い、荷重を周囲のファスナーに
分担することによって強度を回復できるものであるが、前記（３）の方法以上に航空機の
重量が増加してしまい、当該航空機の性能の低下を起こすおそれがある。さらに、前記部
材が例えば曲面状であれば、当該部材を覆うためのダブラの製作に多大のコスト、時間等
を要する。加えて、航空機の外表面にダブラを当てる場合には、当該航空機の抵抗が増加
してしまうため、さらなる性能の低下を起こすおそれがあるとともに、当該航空機の外観
品質が低下するため、新造機であれば著しく商品価値を損なうおそれがある。
【００１４】
　また前記（６）の方法は、航空機の強度、性能、品質等の点からは望ましいものである
が、交換可能な部品にしか適応できず、交換部品の製作、半組立品の分解等の作業に多大
なコスト、時間等を要する。しかも、航空機の構造部品に対する穿孔作業であれば、この
方法を適用するとしても、非常に多くのコスト、時間等を要することになる。
【００１５】
　すなわち、前記構造部品に対する穿孔作業では、ファスナーの高強度の結合を実現する
必要があるために、孔径とファスナー軸部の太さとの間にほとんど余裕が無いため、部材
の孔同士に位置ずれが許されない。それゆえ、外板およびフレームといった、互いに結合
する部材同士に穿孔する場合には、それぞれの部材同士を仮止めした状態で貫通孔を形成
することなる。ここで、穿孔済みの部材の一方を別部材に交換する場合には、すでに穿孔
されている部材の孔の位置に実質的に一致するように、当該別部材に孔の位置を写し取ら
なければならない。ところが、この写し取りの作業はたいへんな熟練を要する作業である
ことに加え、一般的な航空機における外板部材は、１枚当たり数十本から数百本のファス
ナーでフレームに結合されている。したがって、この方法では、多くのコスト、時間等を
浪費してしまう。
【００１６】
　なお、特許文献１または２に開示される技術は、いずれも穿孔作業で形成された孔を補
修する技術ではないので、効率的かつ低コストの孔の補修方法を実現できるものではない
。
【００１７】
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　また、航空機以外の分野においても、前記（１）または（２）以外の方法によって孔の
補修を行うことが好ましい場合があり得るが、この場合においても、前記（３）～（６）
の方法を用いれば同様の課題が生じる。
【００１８】
　本発明は前記の課題を解決するためになされたものであって、穿孔作業において不具合
の生じた孔を、補修箇所の強度等が有意に低下することを回避した上で、効率的かつ低コ
ストで補修する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明者らは、前記課題を鑑みて鋭意検討した結果、複数枚の金属板を重ね合わせて点
接合するために用いられる摩擦攪拌点接合技術をさらに改良することで、孔の補修に有効
に活用できることを独自に見出し、本発明を完成させるに至った。
【００２０】
　すなわち、本発明に係る摩擦攪拌点接合を用いた孔補修方法は、前記の課題を解決する
ために、軸線周りに回転し、かつ、当該軸線方向に進退移動可能に構成されている円柱状
のピン部材を備えている摩擦攪拌点接合装置を用いる金属材の孔補修方法であって、金属
材に形成された補修対象の孔に充填材を充填する、孔充填工程と、前記摩擦攪拌点接合装
置の前記ピン部材を、前記金属材の一方の面における前記孔を含む補修領域に当接させて
回転させながら、前記ピン部材を前記補修領域に進入させる、回転押し込み工程と、前記
ピン部材を前記補修領域から後退させるとともに、当該ピン部材により、前記回転押し込
み工程で形成された前記補修領域の凹部を埋め戻す、凹部埋め戻し工程と、を含む構成で
ある。
【００２１】
　前記構成によれば、凹部埋め戻し工程を行うことで、回転押し込み工程で形成された凹
部を単に埋め戻すだけではなく、孔充填工程で充填された充填材を金属材の一部に略完全
に混ぜ合わせることができる。これにより、母材である金属材と充填材との間に、実質的
に境界面が生じないように一体化した状態で、孔が補修できるので、補修箇所の強度等が
有意に低下するおそれがほとんどない上に、補修の効率性の向上、補修の低コスト化、ま
たは補修対象物である金属材の重量増加の回避等を実現することが可能となる。
【００２２】
　前記孔補修方法においては、前記摩擦攪拌点接合装置は、前記ピン部材の外側を囲うよ
うに位置し、当該ピン部材と同一の軸線周りに回転するとともに当該軸線方向に進退移動
可能に構成されている円筒状のショルダ部材をさらに備えている複動式摩擦攪拌点接合装
置であり、前記回転押し込み工程では、前記複動式摩擦攪拌点接合装置の前記ピン部材お
よび前記ショルダ部材を、前記金属材の一方の面における前記孔を含む補修領域に当接さ
せて回転させながら、前記ピン部材または前記ショルダ部材を前記補修領域に進入させ、
前記凹部埋め戻し工程では、前記ピン部材または前記ショルダ部材を前記補修領域から後
退させつつ、当該ピン部材および前記ショルダ部材の少なくとも一方により、前記回転押
し込み工程で形成された前記補修領域の凹部を埋め戻す構成であると好ましい。
【００２３】
　前記構成によれば、摩擦攪拌点接合装置として複動式のものを用いることで、ピン部材
およびショルダ部材の少なくとも一方を用いて凹部を埋め戻すことができる。つまり、凹
部の埋め戻しに複数の部材を利用することができるため、充填材を金属材の一部に略完全
に混ぜ合わせることが良好に実施できるだけでなく、これら部材を適切に進退させること
で、金属材の面を略平坦に整えることが可能となる。その結果、補修の効率性の向上、補
修の低コスト化、重量増加の回避に加えて、孔補修後の金属材の外観をより良好なものと
することが可能となる。
【００２４】
　前記孔補修方法においては、前記摩擦攪拌点接合装置は、前記ピン部材または前記ショ
ルダ部材の外側に位置し、前記金属材を一方の面から押圧するクランプ部材と、前記クラ
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ンプ部材に対向する位置に設けられる裏当て部材と、をさらに備え、前記金属材の他方の
面に裏当て部材を当接するとともに、前記金属材の一方の面のうち前記補修領域の外側を
前記クランプ部材で押圧することにより、当該金属材を両面から支持する金属材支持工程
と、を含む構成であると、より好ましい。
【００２５】
　前記構成によれば、クランプ部材および裏当て部材により金属材を支持することで、孔
補修の安定性、再現性等を向上できるとともに、クランプ部材によって回転押し込み工程
または凹部埋め戻し工程の効率を向上させることができる。
【００２６】
　前記孔補修方法においては、前記回転押し込み工程および前記凹部埋め戻し工程は、前
記金属材の片面または双方の面から行う構成であればよい。
【００２７】
　本発明に係る孔補修方法で補修対象となる金属材は特に限定されないが、例えば、前記
金属材が航空機を構成する部品または構造体であることが好ましい一例として挙げられる
。
【発明の効果】
【００２８】
　以上のように、本発明では、穿孔作業において不具合の生じた孔を、補修箇所の強度等
が有意に低下することを回避した上で、効率的かつ低コストで補修する方法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施の形態１および２で用いられる摩擦攪拌点接合装置の一例である、
複動式摩擦攪拌点接合装置の要部構成を示す模式図である。
【図２】（ａ）～（ｃ）は、図１に示す摩擦攪拌点接合装置を用いて行われる、実施の形
態１に係る孔補修方法の準備段階を示す工程図である。
【図３】（ａ）～（ｃ）は、図１に示す摩擦攪拌点接合装置を用いて行われる、実施の形
態１に係る孔補修方法の表面補修段階を示す工程図である。
【図４】（ａ）～（ｃ）は、図３（ａ）～（ｃ）に続いて行われる孔補修方法の表面補修
段階から裏面補修段階への移行を示す工程図である。
【図５】（ａ）～（ｃ）は、図４（ａ）～（ｃ）に続いて行われる孔補修方法の裏面補修
段階を示す工程図である。
【図６】（ａ）～（ｅ）は、本発明の実施の形態２に係る孔補修方法の一例を示す工程図
である。
【図７】（ａ）～（ｆ）は、本発明の実施の形態２に係る孔補修方法の他の例を示す工程
図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の好ましい実施の形態を、図面を参照しながら説明する。なお、以下では
全ての図を通じて同一又は相当する要素には同一の参照符号を付して、その重複する説明
を省略する。
【００３１】
　（実施の形態１）
　［摩擦攪拌点接合装置］
　本発明の実施の形態１に係る摩擦攪拌点接合を用いた孔補修方法は、摩擦攪拌点接合装
置の代表的な一例として、複動式摩擦攪拌点接合装置を用いている。本実施の形態で用い
られる複動式摩擦攪拌点接合装置の代表的な一例について、図１を参照して具体的に説明
する。なお、以下の説明では、複動式摩擦攪拌点接合（Friction Spot Joining）を、適
宜ＦＳＪと省略する。
【００３２】
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　図１に示すように、本実施の形態で用いられるＦＳＪ装置５０は、回転工具部５１、ク
ランプ部材５４および裏当て部材５５と、図１には図示しないが、これらを支持する支持
部材、回転工具部５１を駆動する駆動機構等を備えている。クランプ部材５４は、スプリ
ング４１を介して図示しない支持部材に固定されている。
【００３３】
　回転工具部５１は、ピン部材１１およびショルダ部材１２から構成されている。ピン部
材１１は、略円柱形であり、駆動機構（図示せず）により軸線Ｘｒ（回転軸、図中一点鎖
線）周りに回転するとともに、破線矢印Ｐ１方向すなわち軸線Ｘｒ方向（図１では上下方
向）に沿って、ショルダ部材１２に対して相対的に進退可能に構成されている。ショルダ
部材１２は、中空を有する略円筒状であり、中空内にピン部材１１が内挿され、ピン部材
１１の外側において当該ピン部材１１を囲むように支持部材（図示せず）により支持され
ている。このショルダ部材１２は、駆動機構（図示せず）によりピン部材１１と同一の軸
線Ｘｒ周りに回転するとともに、破線矢印Ｐ２方向すなわち軸線Ｘｒ方向に沿って、ピン
部材１１とともに進退移動可能に構成されている。
【００３４】
　したがって、ピン部材１１およびショルダ部材１２は、いずれも軸線Ｘｒ周りに一体的
に回転するが、互いに軸線Ｘｒ方向に沿って進退移動可能に構成されている。また、ピン
部材１１およびショルダ部材１２は、いずれも回転駆動部５３２により回転する部材であ
ることから、回転部材ということができる。
【００３５】
　クランプ部材５４は、ショルダ部材１２の外側に設けられ、ショルダ部材１２と同様に
、中空を有する円筒状であって、中空内にショルダ部材１２が内挿されている。したがっ
て、ピン部材１１の外周に略円筒状のショルダ部材１２が位置し、ショルダ部材１２の外
周に略円筒状のクランプ部材５４が位置している。言い換えれば、クランプ部材５４、シ
ョルダ部材１２およびピン部材１１が、それぞれ同軸芯状の入れ子構造となっている。こ
のクランプ部材５４は、加工材６０を一方の面から押圧するものであり、本実施の形態で
は、前記のとおり、スプリング４１を介して支持部材（図示せず）に支持されている。し
たがって、クランプ部材５４は裏当て部材５５側に付勢された状態で、破線矢印Ｐ３方向
に進退移動可能に構成されている。
【００３６】
　上記構成の回転工具部５１を構成するピン部材１１およびショルダ部材１２、並びにク
ランプ部材５４は、それぞれ当接面１１ａおよび当接面１２ａ、並びに当接面５４ａを備
え、これら当接面１１ａ，１２ａ，５４ａは、駆動機構（図示せず）により進退移動し、
裏当て部材５５との間に配される加工材６０の表面（第一面、一方の面）に当接可能とな
っている。また、裏当て部材５５は、クランプ部材５４（およびピン部材１１、ショルダ
部材１２）に対向する位置に設けられ、加工材６０の裏面に当接するものである。図１で
は、平板状の加工材６０の裏面に当接するように平坦な面を有している。
【００３７】
　本実施の形態における回転工具部５１の具体的な構成は、前述した構成に限定されず、
ＦＳＪの分野で公知の構成を好適に用いることができる。また、裏当て部材５５の具体的
な構成も特に限定されず、加工材６０の裏面の形状に合わせた形状であればよい。例えば
、図１に示す平坦な面を有する構成以外に、複数種類の形状を有する裏当て部材５５が支
持部材から外して交換できる部材として別途準備されてもよい。あるいは、ＦＳＪ装置５
０の構成上、クランプ部材５４および裏当て部材５５は、備えていなくてもよく、さらに
、図１には図示されない他の部材等が含まれてもよい。
【００３８】
　加えて、摩擦攪拌接合装置としては、前記構成のＦＳＪ装置５０に限定されず、ピン部
材１１のみを備える単動式の摩擦攪拌点接合装置であってもよい。この摩擦攪拌点接合装
置は、ピン部材１１の外側にクランプ部材５４を備える構成であってもよいし、前述した
ＦＳＪ装置５０では説明していない他の部材等を備えていてもよい。後述するように、本
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発明では、ピン部材１１を加工材６０の一方の面に進入させる回転押し込み工程を行った
後に、形成された凹部を埋め戻す凹部埋め戻し工程を行うことができればよいので、摩擦
攪拌接合装置としても、凹部埋め戻し工程が実行できる構成であれば、どのような構成も
のもであっても好適に用いることができる。
【００３９】
　［ＦＳＪを用いた孔補修方法］
　次に、本実施の形態に係る孔補修方法の具体的な工程の一例について、図２（ａ）～（
ｃ）、図３（ａ）～（ｃ）、図４（ａ）～（ｃ）および図５（ａ）～（ｃ）を参照して具
体的に説明する。なお、これら各図においては、孔補修方法の工程を説明する便宜上、図
１に示した当接面１１ａ、当接面１２ａおよび当接面５４ａの参照符号は示さないものと
する。
【００４０】
　また、図３（ａ）～（ｃ）、図４（ａ），（ｃ）および図５（ａ）～（ｃ）における矢
印ｐ１，ｐ２は、回転工具部５１を構成するピン部材１１およびショルダ部材１２、並び
にクランプ部材５４の移動方向を示し、矢印ｐ１が上方向への移動、矢印ｐ２が下方向へ
の移動を示す。また、図３（ａ）～（ｃ）、図４（ｃ）および図５（ａ），（ｂ）におけ
る矢印ｒは、回転部材であるピン部材１１およびショルダ部材１２の回転方向を示す。ま
た、図３（ａ）～（ｃ）、図４（ｃ）および図５（ａ），（ｂ）におけるブロック矢印Ｆ
は、ピン部材１１、ショルダ部材またはクランプ部材５４により、加工材６０としての金
属材６１に加えられる力の方向を示す。また、ピン部材１１およびクランプ部材５４と明
確に区別するために、ショルダ部材１２には網掛けのハッチングを施している。
【００４１】
　本実施の形態に係る孔補修方法は、準備段階、表面補修段階および裏面補修段階の三段
階に区分することができる。図２（ａ）～（ｃ）に示す工程は準備段階に相当し、図３（
ａ）～（ｃ）および図４（ａ）に示す工程は表面補修段階に相当し、図４（ｂ），（ｃ）
および図５（ａ）～（ｃ）に示す工程は裏面補修段階に相当する。
【００４２】
　準備段階では、まず図２（ａ）に示すように、金属板６１（加工材６０）には穿孔作業
で不具合の発生した孔６０ｃが形成されている。なお、以下の説明では、不具合の発生し
た孔６０ｃを「不具合孔６０ｃ」と称する。次に、図２（ｂ）に示すように、不具合孔６
０ｃに充填材としてのリベット６３を挿入し、リベット頭６３ｂとは反対側の先端部（図
中下側）をかしめることにより、かしめ部６３ｃを形成する。なお、この工程（図２（ｂ
）参照）を「孔充填工程」と称する。
【００４３】
　ここで、孔充填工程では、リベット６３を必ずかしめなくてもよい。また、不具合孔６
０ｃを充填する充填材はリベット６３に限定されない。例えば航空機等の分野においては
、リベット６３の外径は、挿入される孔の内径とほぼ同等の寸法であること、材質等の観
点から母材（金属板６１）と同等であることから、充填材としてリベット６３が好適に用
いられるが、柱状の部材で不具合孔６０ｃを埋めることができるものであれば、リベット
６３以外の部材も好適に用いることができる。
【００４４】
　その後、図２（ｃ）に示すように、不具合孔６０ｃからはみ出た残余部分、具体的には
、リベット頭６３ｂおよびかしめ部６３ｃを除去し、不具合孔６０ｃをリベット６３の一
部である充填部６３ａで充填する。この工程（図２（ｃ）参照）を「残余部分除去工程」
と称するが、この残余部分除去工程は、金属板６１の表面（図２（ａ）～（ｃ）では図中
上側）の残余部分を除去する「表面残余部分除去工程」と、その裏面（図中下側）の残余
部分を除去する「裏面残余部分除去工程」とに区分することができる。
【００４５】
　なお、残余部分除去工程は必ずしも行わなくてもよい。つまり、残余部分の除去は本発
明の孔補修方法において必須の工程ではない。また、図２（ｃ）に示す状態は、不具合孔



(9) JP 2012-196680 A 2012.10.18

10

20

30

40

50

６０ｃに充填部６３ａが単に充填された状態に過ぎず、母材である金属板６１の強度維持
には何ら貢献していない上、充填部６３ａは不具合孔６０ｃから脱離しやすい状態にある
。それゆえ、図２（ｃ）に示す状態は、孔補修方法とはなりえない。
【００４６】
　また、図２（ｃ）に破線で示すように、不具合孔６０ｃおよびその周囲を「補修領域Ａ
ｍ」と定義する。この補修領域Ａｍは、後述するように、回転部材の当接面（すなわちピ
ン部材１１の当接面１１ａ（図１参照）およびショルダ部材１２の当接面１２ａ（図１参
照））の直下となる領域である。それゆえ、補修領域Ａｍにおいては、その中心に不具合
孔６０ｃが位置していなくてよく、不具合孔６０ｃを含み、回転部材の当接面が当接する
所定の領域となっていればよい。
【００４７】
　また、図３（ａ）～（ｃ）および図４（ａ）に示す表面補修段階にて補修対象となる表
面側の領域と、図４（ｂ），（ｃ）および図５（ａ）～（ｃ）に示す裏面補修段階にて補
修対象となる裏面側の領域とが存在するが、図２（ｃ）においては、これらのうち一方の
み（図中上側の表面）を破線で示している。また、図２（ｂ），（ｃ）においては、いず
れも不具合孔６０ｃはリベット６３で塞がれているので、不具合孔６０ｃに符号は付して
いない。以降の工程を示す図３（ａ）～（ｃ）、図４（ａ）～（ｃ）および図５（ａ）～
（ｃ）も同様である。
【００４８】
　次に、表面補修段階では、まず、回転工具部５１を金属板６１の表面に当接させる。こ
のとき、回転工具部５１が表面側の補修領域Ａｍに適切に当接するように位置決めを行う
。この位置決めは、例えば、金属板６１を移動させながら、回転させない状態の回転工具
部５１（静止状態にあるピン部材１１およびショルダ部材１２）と裏当て部材５５とで、
当該金属板６１を何度か挟む作業が挙げられる。
【００４９】
　次に、適切に位置決めされれば、不具合孔６０ｃの裏面に裏当て部材５５を当接させる
とともに、クランプ部材５４により表面における不具合孔６０ｃの外側を押圧する（図３
（ａ）の矢印ｐ１参照）ことで、当該金属板６１を支持する。なお、裏当て部材５５およ
びクランプ部材５４により金属板６１を挟み込んで支持する工程を「金属材支持工程」と
称する。この金属材支持工程では、クランプ部材５４と裏当て部材５５とで金属材６１が
挟み込まれ、クランプ部材５４による押圧（図３（ａ）のブロック矢印Ｆ参照）によりク
ランプ力が発生する。
【００５０】
　そして、図３（ａ）に示すように、位置決めされた補修領域Ａｍに対して、ピン部材１
１の当接面１１ａおよびショルダ部材１２の当接面１２ａを回転させながら当接させ（図
中矢印ｐ１）、一定時間回転させる（図中矢印ｒ）。この状態では、補修領域Ａｍは、回
転するピン部材１１およびショルダ部材１２により「予備加熱」されていることになる。
なお、図３（ａ）では、当接面１１ａおよび当接面１２ａは双方が補修領域Ａｍに当接し
ているが、これに限定されず、回転の軸ぶれを回避するために当接面１１ａまたは当接面
１２ａのいずれかのみを補修領域Ａｍに当接させてもよい。
【００５１】
　次に、図３（ｂ）に示すように、ピン部材１１を金属板６１の補修領域Ａｍに向かって
進入させる（押し込む）。これにより、補修領域Ａｍの金属材料が軟化して塑性流動を起
こし、金属板６１の表面に塑性流動部６０ａが生じるが、この塑性流動部６０ａは、不具
合孔６０ｃを充填する充填部６３ａと、当該充填部６３ａの周囲に位置する金属板６１の
表面まで及ぶ。したがって、充填部６３ａの表面側の金属材料と不具合孔６０ｃの周囲の
金属材料とが全体的に攪拌されて軟化した金属材料となり、金属板６１の表面に塑性流動
部６０ａが形成される。さらに、塑性流動部６０ａの軟化した金属材料は押し込まれたピ
ン部材１１（図中矢印ｐ１）により押し退けられ、ピン部材１１の直下からショルダ部材
１２の直下に流動するので、ショルダ部材１２はピン部材１１から見て浮き上がる（図中
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矢印ｐ２）。なお、この工程を「回転押し込み工程」と称する。
【００５２】
　次に、図３（ｃ）に示すように、突き出たピン部材１１が徐々に後退する（引き込まれ
る）。ここで、ピン部材１１が引き込まれる間（図中矢印ｐ２）、ショルダ部材１２によ
る押圧力（図中ブロック矢印Ｆ）は維持されるように押し込んでいる（図中矢印ｐ１）の
で、塑性流動部６０ａの軟化した金属材料は、ショルダ部材１２の直下から、ピン部材１
１の直下に流動する。これにより、金属板６１の表面に形成された凹部が埋め戻される。
なお、ピン部材１１は引き込み中であっても（図中矢印ｐ２）、その押圧力（図中ブロッ
ク矢印Ｆ）は維持されている。また、この工程を「凹部埋め戻し工程」と称する。
【００５３】
　その後、ピン部材１１の当接面１１ａ（図１参照）およびショルダ部材１２の当接面１
２ａ（図１参照）を、互いに段差がほとんど生じない程度に略合わせて（面一として）、
金属板６１の表面を整形する。これにより、金属板６１の表面は、実質的な凹部が生じな
い程度の略平坦な面となる。
【００５４】
　次に、図４（ａ）に示すように、回転工具部５１および裏当て部材５５を金属板６１か
ら離す（図中矢印ｐ２）。このとき、金属板６１の表面の塑性流動部６０ａは固相接合部
６０ｂとなる。これにより、金属板６１の表面において不具合孔６０ｃが存在した部位は
、固相接合部６０ｂによって塞がれたことになる。
【００５５】
　次に、裏面補修段階では、まず図４（ｂ）の矢印ｖに示すように、金属板６１を反転さ
せるか、図示しないがＦＳＪ装置５０を反転させることにより、裏面を回転工具部５１に
、表面を裏当て部材５５に対面させる。次に、回転工具部５１が裏面側の補修領域Ａｍに
対応するように位置決めを行った上で、不具合孔６０ｃの表面に裏当て部材５５を当接さ
せるとともに、クランプ部材５４により裏面における不具合孔６０ｃの外側を押圧する（
金属材支持工程）。
【００５６】
　次に、図４（ｃ）に示すように、回転工具部５１を金属板６１の裏面に当接させ、ピン
部材１１およびショルダ部材１２を金属板６１の裏面に当接した状態で一定時間回転させ
（図中矢印ｒ）、図５（ａ）に示すように、ピン部材１１を金属板６１に向かって押し込
む（回転押し込み工程）。その後、図５（ｂ）に示すように、突き出たピン部材１１を徐
々に引き込ませて、ショルダ部材１２の直下からピン部材１１の直下に流動した金属材料
により凹部を埋め戻す（凹部埋め戻し工程）。さらにその後、ピン部材１１の当接面１１
ａおよびショルダ部材１２の当接面１２ａを合わせて、金属板６１の裏面を整形し、図５
（ｃ）に示すように、回転工具部５１および裏当て部材５５を金属板６１から離す。この
とき、金属板６１の裏面の塑性流動部６０ａは固相接合部６０ｂとなる。これにより、金
属板６１の裏面において不具合孔６０ｃが存在した部位も固相接合部６０ｂによって塞が
れ、結果として、充填部６３ａが周囲の金属板６１と略一体化することにより不具合孔６
０ｃが塞がれたことになる。
【００５７】
　このように、本実施の形態においては、不具合孔６０ｃが形成された金属板６１におい
て、当該不具合孔６０ｃに充填材（例えばリベット６３）を充填し、両面から不具合孔６
０ｃに摩擦攪拌処理を施すことによって、当該不具合孔６０ｃを補修している。これによ
り、母材である金属板６１と充填材であるリベット６３（厳密にはリベット６３の一部で
ある充填部６３ａ）との間には、実質的な境界面が生じることがない。それゆえ、母材と
充填材とが略一体化されているため、補修箇所の強度等が低下するおそれがほとんどない
ので、不具合孔６０ｃが適切に補修されることになる。
【００５８】
　従来のＦＳＪは、金属板を複数枚重ねて点接合により連結することが目的であったため
に、例えば、上方の金属板と下方の金属板との間に固相接合部が形成されればよく、それ
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ゆえ、凹部の埋め戻しは必ずしも行わなくてもよかった（例えば、参考文献１・特許第３
４２９４７５号公報に開示される一般的な摩擦攪拌点接合技術等）。また、公知の副動的
に動作するＦＳＪ（例えば、参考文献２・特許第３７０９９７２号公報を参照）において
も、形成された貫通孔を補修することに利用できることは知られていなかった。
【００５９】
　これに対して、本発明は、例えば図２（ａ）～（ｃ）に示すように、金属板６１の不具
合孔６０ｃに充填材（リベット６３等）を充填した上で、例えば図３（ａ）～（ｃ）、図
４（ａ）～（ｃ）および図５（ａ）～（ｃ）に示すように、両面からＦＳＪを行うことに
より、当該不具合孔６０ｃを有効に補修している。特に、図３（ｂ），（ｃ）または図５
（ａ），（ｂ）に示すような凹部埋め戻し工程を行うことで、回転押し込み工程で形成さ
れたピン部材１１により形成された凹部を単に埋め戻すだけではなく、孔充填工程で充填
された充填部６３ａを金属材６１の一部に略完全に混ぜ合わせることができる。
【００６０】
　つまり、本発明は、複数の金属板同士を連結するために、その一部を摩擦攪拌点接合で
攪拌して混ぜ合わせたり、金属板に凹部を形成したりするためにＦＳＪを利用するのでは
なく、金属板の一部に少量の充填材を略完全に混ぜ合わせるためにＦＳＪを利用する、と
いう独自の技術思想に基づいて、本発明者らによって完成されたものである。これにより
、母材である金属板と充填材との間に、実質的に境界面が生じないように一体化した状態
で、孔が補修できるので、補修箇所の強度等が有意に低下するおそれがほとんどない上に
、補修の効率性の向上、補修の低コスト化、または補修対象物の重量増加の回避、といっ
た優れた利点を得ることができるものとなっている。
【００６１】
　［孔補修方法の諸条件および変形例］
　ここで、本実施の形態における前記各工程の具体的な条件等は特に限定されない。例え
ば、孔充填工程についは、母材と同組成の充填材を充填すればよいが、不具合孔６０ｃが
適切に補修できるのであれば、母材とは異なる組成の充填材を充填してもよい。また、本
実施の形態では、充填材として不具合孔６０ｃの内径に対応するリベット６３を用いてい
るが、リベット６３以外の形状を有する充填材を用いてもよい。
【００６２】
　また、残余部分除去工程については、本実施の形態では、図２（ｂ），（ｃ）に示すよ
うに、金属板６１の表面および裏面の両面において同時に残余部分（リベット頭６３ｂお
よびかしめ部６３ｃ）を除去してもよいが、最初は表面の残余部分（リベット頭６３ｂ）
のみを除去し、表面補修段階が終了してから裏面の残余部分（かしめ部６３ｃ）を除去し
てもよい。この場合、金属材支持工程では、裏当て部材５５として、平坦な板状のもので
はなく、残余部分を含めて金属板６１の裏面全体を支持できるもの（例えば、かしめ部６
３ｃに対応する箇所に孔が空いた構成、あるいは、かしめ部６３ｃの周囲に当接するよう
なカップ型の構成等）を用いればよい。また前述したように、かしめ部６３ｃの形成は必
須ではなく、残余部分の除去も必須ではない。
【００６３】
　また、残余部分除去工程は、金属材支持工程の前、または、凹部埋め戻し工程の後のど
ちらで行ってもよい。金属材支持工程の前であれば、不要な充填材（リベット６３のリベ
ット頭６３ｂ、かしめ部６３ｃ等）を除去した状態で回転押し込み工程および凹部埋め戻
し工程を行うので、これら工程を容易に行うことができる。また、凹部埋め戻し工程の後
であれば、充填材の不足等といった不具合の発生を解消できるとともに、ピン部材１１あ
るいはショルダ部材１２が金属材６１を突き抜けてもかまわないので、これら回転部材の
回転押し込み位置に精密な制御が扶養となる。いずれにせよ充填材は必要最低限の量の使
用で済む（すなわち充填部６３ａのみで補修できる）ので、金属材６１の重量増加を回避
することが可能である。
【００６４】
　また、回転押し込み工程については、押し込まれるピン部材１１の回転数、押圧力、押
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し込み速度、押し込みの維持時間等といった押し込み条件は特に限定されない。具体的に
は、金属板６１の種類、表面または裏面の状態、不具合孔６０ｃの寸法または形状、充填
材の種類または充填状態、補修領域Ａｍの大きさ等の諸条件に応じて、公知のＦＳＪの押
し込み条件を参考として好適な範囲を設定することができる。同様に、凹部埋め戻し工程
についても、ピン部材１１およびショルダ部材１２の回転数、押圧力、進退移動の速度、
埋め戻しの維持時間等といった埋め戻し条件は特に限定されず、押し込み条件と同様に、
公知のＦＳＪの埋め戻し条件を参考として好適な範囲を設定することができる。
【００６５】
　また、回転押し込み工程および凹部埋め戻し工程で用いられる回転部材の具体的な構成
も特に限定されない。本実施の形態では、図３（ａ）～（ｃ）、図４（ａ）～（ｃ）およ
び図５（ａ）～（ｃ）に模式的に示すように、ピン部材１１の外径は、不具合孔６０ｃの
内径と略同じであるが、本発明はこれに限定されず、ピン部材１１の外径は、不具合孔６
０ｃの内径よりも小さくてよい。ピン部材１１の外径が小さくても、ＦＳＪによってピン
部材１１の直下だけでなく、その周囲の金属材料も軟化して攪拌されることが実験的に検
証されている（後述の実施例参照）。また、ピン部材１１の寸法が小さくても有効に孔補
修ができるということは、補修領域Ａｍと回転部材との位置合わせが相対的に容易となる
ことを意味する。
【００６６】
　同様の理由で、ショルダ部材１２の寸法、クランプ部材５４の寸法および固定位置、裏
当て部材５５の裏当ての面積等についても特に限定されず、孔補修が可能であれば、金属
材の形状、種類または組成、不具合孔６０ｃの寸法または深さ、充填材の種類、形状また
は、組成等の諸条件に応じて適宜設定することができる。
【００６７】
　さらに、補修対象となる金属材の具体的な種類も特に限定されない。本実施の形態では
、金属板６１を例示しているが、このような板状のものではなく、塊状の金属材であって
もよい。塊状の金属材に形成された不具合孔６０ｃを補修する場合には、図３（ａ）～（
ｃ）に示す表面補修段階のみを行えばよい。また、塊状の金属材を補修する場合には、金
属材の形状または設置状態にもよるが、金属材支持工程では、裏当て部材５５を用いずに
、表面からクランプ部材５４のみを当接するだけでもよい。この場合、不具合孔６０ｃは
図２（ａ）に示すような貫通孔ではなく、貫通していない凹部（貫通していない穴）であ
る。したがって、本実施の形態に係る孔補修方法は、貫通孔の補修にも凹部の補修にも好
適に用いることができる。
【００６８】
　加えて、本実施の形態に係る孔補修方法においては、用いられる摩擦攪拌点接合装置の
具体的な構成は図１に示す構成のＦＳＪ装置５０に限定されず、ＦＳＪの分野で公知の各
種構成を用いることができる。例えば、ＦＳＪ装置５０においては、金属材支持工程を実
行するためのクランプ部材５４および裏当て部材５５は、ＦＳＪ装置５０が備えていなく
てもよく、別途、孔補修用の支持装置を併用するような構成であってもよい。したがって
、孔補修方法としては、金属材支持工程は行わなくてもよい場合があり得る。
【００６９】
　ただし、クランプ部材５４および裏当て部材５５により金属板６１を支持すれば、補修
対象物である金属板６１の状態および補修対称箇所である補修領域Ａｍの相対位置が安定
化するので、孔補修の安定性、再現性等を向上することが可能となる。また、クランプ部
材５４は、金属板６１の表面を押さえつけるだけでなく、図３（ｂ）または図５（ａ）に
示すように、塑性流動部６０ａを構成する軟化した金属材料を補修領域Ａｍ内に収める作
用も有するので、回転押し込み工程または凹部埋め戻し工程の効率を向上させることにも
なる。したがって、本実施の形態では、金属材支持工程は行われることが特に好ましい。
【００７０】
　また、孔補修工程においては、容易に裏当て部材を配置できない場合もあり得る。この
場合には、摩擦攪拌点接合装置に含まれない裏当て部材を別途用いることができる。さら
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に、この場合においては、金属材６１とＦＳＪ装置５０（あるいは他の摩擦攪拌点接合装
置）、前記裏当て部材を固定する必要があるが、金属材６１に形成された別の孔等を利用
してボルト留めしたり、吸盤等の部材を用いてり真空吸着したりすればよい。
【００７１】
　また、図１に示すＦＳＪ装置５０では、ピン部材１１およびショルダ部材１２は、いず
れも進退移動可能に構成されているが、もちろんこれに限定されず、ピン部材１１または
ショルダ部材１２の一方が進退移動しない構成であってもよい。さらに、ピン部材１１お
よびショルダ部材１２が一体となった単動式の構成であってもよい。なお、本実施の形態
のように、ピン部材１１およびショルダ部材１２がそれぞれ独立して進退移動可能であれ
ば、回転押し込み工程または凹部埋め戻し工程の効率を向上させることができるという利
点がある。
【００７２】
　前述した本実施の形態も含め、本発明に係る孔補修方法は、金属製の物体に穿孔作業を
行う状況において、形成された孔に不具合が生じたときに、当該孔を補修する場合に広く
用いることができる。本発明の代表的な適用対象としては、輸送機器の製造または整備を
挙げることができる。輸送機器としては、自動車、鉄道車両、船舶、航空機等を挙げるこ
とができるが、本発明に係る孔補修方法は、特に、航空機の製造または整備に好適に用い
ることができる。
【００７３】
　航空機は、他の輸送機器と比較して過酷な環境で使用されるため、航空機の製造または
整備に際して、不具合の生じた孔を補修するときには、他の輸送機器の分野で用いられる
方法（前述した（１）孔への充填剤の充填または（２）肉盛り溶接による孔の充填）を用
いることはできない。また、航空機分野で従来用いられている方法（前述した（３）リベ
ット等の栓部材による孔の機械的な閉塞、（４）対象となるファスナーサイズの変更、（
５）ダブラ（補強板）による補強と孔の再穿孔等、（６）孔の形成された部品の再度の製
作と交換）では、補修の低効率性、高コスト化または航空機の重量増加等が生じる。
【００７４】
　これに対して、例えば本実施の形態に係る孔補修方法であれば、航空機を構成する部品
または構造体に不具合孔６０ｃが形成されても、ＦＳＪ装置５０を用いて前述した工程を
経ることで、当該不具合孔６０ｃを適切に補修することができる。しかも、ＦＳＪを利用
した孔の補修は、簡単な作業で比較的短時間に終了するので、高い効率性を実現でき、か
つ、高コスト化も抑制することができる。また、不具合孔６０ｃを充填材で充填した後に
残余部分を除去するので、補修に際して重量増加を招く部材をそのまま残すことがない。
したがって、孔補修に際して航空機の重量が増加することを回避できる。
【００７５】
　（実施の形態２）
　本発明の実施の形態２に係る孔補修方法は、一方の面（例えば表面）のみから不具合孔
６０ｃを補修する方法である。すなわち、本発明は、前記実施の形態１のように金属板６
１の両面から不具合孔６０ｃを補修する方法に限定されない。本実施の形態に係る孔補修
方法の一例について、図６（ａ）～（ｅ）および図７（ａ）～（ｅ）を参照して具体的に
説明する。なお、これら図においては、回転方向または力の方向を示す矢印は、前記実施
の形態１と重複するため、その記載を省略している。
【００７６】
　前記実施の形態１に係る孔補修方法においては、回転押し込み工程でピン部材１１を押
し込んでいたが、本実施の形態では、ショルダ部材１２を押し込む方法となっている。具
体的には、まず、図６（ａ）に示すように、金属板６１において、補修準備段階が完了し
て不具合孔に充填部６３ａが充填される。次に、クランプ部材５４および裏当て部材５５
で金属板６１を支持し（金属材支持工程）、図６（ｂ）に示すように、回転工具部５１を
位置合わせして、金属板６１の補修領域Ａｍに回転工具部５１を当接させて回転部材（ピ
ン部材１１およびショルダ部材１２）を押圧しながら回転させる。
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【００７７】
　ここで、図６（ｃ）に示すように、回転押し込み工程では、ショルダ部材１２を金属板
６１に向かって押し込む。このとき、ショルダ部材１２は、金属板６１の裏面まで及ぶよ
うに押し込まれるのではなく、裏面のごく僅か手前の位置、図６（ｃ）では、裏面から間
隔Ｃ０の位置まで、できる限り高精度に押し込むことが好ましい。これにより、補修領域
Ａｍの表面から裏面に至る金属板６１の厚み方向の略全体で金属材料が軟化により塑性流
動するので、ショルダ部材１２の直下だけでなくピン部材１１の直下に塑性流動部６０ａ
が生じる。さらに、塑性流動部６０ａの軟化した金属材料はショルダ部材１２により押し
退けられ、ピン部材１１の直下へ流動するので、ピン部材１１はショルダ部材１２から見
て浮き上がることになる。なお、間隔Ｃ０の具体的な数値は特に限定されず、ＦＳＪによ
り回転部材が裏面に達していなくても、裏面近傍の金属材料が軟化により塑性流動する程
度の厚みであればよい。したがって、間隔Ｃ０は、金属板６１の厚み、不具合孔の内径、
補修領域Ａｍの面積等の条件に応じて適切な値が適宜設定される。
【００７８】
　その後、図６（ｄ）に示すように、突き出たショルダ部材１２が徐々に引き込まれるこ
とで、金属板６１の表面に形成された凹部が、ピン部材１１の直下からショルダ部材１２
の直下に流動した金属材料により埋め戻される（凹部埋め戻し工程）。さらにその後、ピ
ン部材１１の当接面１１ａおよびショルダ部材１２の当接面１２ａを合わせて、金属板６
１の表面を整形する。これにより、金属板６１の表面は、実質的な凹部が生じない程度の
略平坦な表面となる。
【００７９】
　次に、図６（ｅ）に示すように、回転工具部５１および裏当て部材５５を金属板６１か
ら離す。このとき、金属板６１の塑性流動部６０ａは固相接合部６０ｂとなる。これによ
り、金属板６１の不具合孔が存在していた部位には、表面から裏面に至るまで固相接合部
６０ｂが形成されたことになり、それゆえ、表面から補修するだけで、充填部６３ａが周
囲の金属板６１と略一体化して不具合孔を塞ぐことができる。
【００８０】
　あるいは、図７（ａ）に示すように、金属板６１において、不具合孔６０ｃにリベット
６３を挿入する点は前記実施の形態１に係る方法と同様であるが、リベット６３は、裏当
て部材５５が当接する側（図２（ｂ）参照）、から挿入される。
【００８１】
　次に、図７（ｂ）に示すように、かしめ部（図示せず）を除去あるいは除去せずに、少
なくともリベット頭６３ｂはそのまま残した状態で、回転工具部５１を位置合わせして、
クランプ部材５４を表面から金属板６１に当接させる。さらに裏面においては、リベット
頭６３ｂも含めて押えることができる形状の裏当て部材５７を当接させる。そして、金属
板６１の補修領域Ａｍに回転部材（ピン部材１１およびショルダ部材１２）を当接させて
押圧しながら回転させる。
【００８２】
　次に、図７（ｃ）に示すように、図６（ｃ）に示す工程と同様に、回転押し込み工程で
は、ショルダ部材１２を金属板６１に向かって押し込む。このとき、ショルダ部材１２は
、間隔Ｃ０を確保するように押し込まれるのではなく、金属板６１の裏面を越えてリベッ
ト頭６３ｂまで及ぶように押し込まれる。これにより、金属板６１の厚み方向の略全体だ
けでなく、リベット頭６３ｂの金属板６１側まで金属材料が軟化により塑性流動し、金属
板６１の表面からリベット頭６３ｂにまで及ぶ塑性流動部６０ａが生じる。そして、塑性
流動部６０ａの軟化した金属材料はショルダ部材１２により押し退けられ、ピン部材１１
の直下へ流動し、ピン部材１１はショルダ部材１２から見て浮き上がる。
【００８３】
　その後、図７（ｄ）に示すように、ピン部材１１の直下からショルダ部材１２の直下に
流動した金属材料により埋め戻され、金属板６１の表面が整形される（凹部埋め戻し工程
）。さらにその後、図７（ｅ）に示すように、回転工具部５１および裏当て部材５７を金
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属板６１から離すと、金属板６１およびリベット頭６３ｂの塑性流動部６０ａは固相接合
部６０ｂとなる。この状態では、金属板６１の裏面にはリベット頭６３ｂが残存している
。そこで、図７（ｆ）に示すように、裏面残余部分除去工程を行って、リベット頭６３ｂ
およびこれにつながる固相接合部６０ｂの一部を除去する。これにより、金属板６１の不
具合孔６０ｃが存在していた部位には、表面から裏面に至るまで固相接合部６０ｂが形成
され、不具合孔が塞がれる。
【００８４】
　なお、図７（ｂ）に示す状態では、リベット６３のかしめ部の大きさ（かしめ部を形成
する金属材料の体積）によっては、表面残余部分除去工程を行わなくてもよい。すなわち
、かしめ部を残した状態で、回転部材を当接させ、回転押し込み工程に移行することもで
きる。この場合、凹部埋め戻し工程の後に裏面残余部分除去工程を行うのみでよいので、
孔補修方法を簡素化することができる。
【００８５】
　このように、本発明においては、回転押し込み工程で金属材に押し込まれる回転部材は
、前記実施の形態１のようにピン部材１１に限定されるものではなく、本実施の形態のよ
うにショルダ部材１２であってもよい。それゆえ、凹部埋め戻し工程においては、金属材
から引き抜かれる回転部材はピン部材１１の場合もあればショルダ部材１２の場合もある
。いずれにせよ、凹部埋め戻し工程では、ピン部材１１またはショルダ部材１２を引き抜
きながら、これら回転部材双方により、前記回転押し込み工程で形成された凹部を埋め戻
せばよい。
【００８６】
　また、本発明においては、回転押し込み工程および凹部埋め戻し工程は、前記実施の形
態１のように、金属材の表面および裏面の双方から行ってもよいし、本実施の形態のよう
に表面のみから行ってもよい。さらに、残余部分除去工程は、表裏の両面または一方の面
に対して金属材支持工程の前に行ってもよいし、凹部埋め戻し工程の後に裏面のみに対し
て行ってもよい。
【００８７】
　残余部分除去工程を金属材支持工程の前に行う場合（前記実施の形態１または図６（ａ
）～（ｅ）に示す方法の場合）には、不要な充填材を除去した状態で回転押し込み工程お
よび凹部埋め戻し工程を行うことになる。残余部分除去工程は前記のとおり必ずしも行わ
なくてよいが、残余部分を有効に除去すれば、孔補修方法の安定性または再現性を向上さ
せることが可能となる。また、残余部分除去工程を凹部埋め戻し工程の後に行う場合（図
７（ａ）～（ｆ）に示す方法）には、必要最低限の充填材で孔を補修できるので、金属材
の重量増加を回避することが可能である。
【実施例】
【００８８】
　本発明について、実施例に基づいてより具体的に説明するが、本発明はこれに限定され
るものではない。当業者は本発明の範囲を逸脱することなく、種々の変更、修正、および
改変を行うことができる。
【００８９】
　（実施例１）
　まず、ＦＳＪ装置５０として、川崎重工業株式会社製、複動式ＦＳＪロボットシステム
を用い、回転工具部５１としては、外径５ｍｍのピン部材１１、外径１０ｍｍおよび内径
５．１ｍｍのショルダ部材１２、内径１０．０５ｍｍおよび外径１６ｍｍのクランプ部材
５４を用いた。
【００９０】
　次に、金属板６１として、厚み０，０８０インチ（約２．０３２ｍｍ）のアルミニウム
材（ＡＬ２０２４Ｃ－Ｔ３、スペックＡＭＳ－ＱＱＡ－２５０／５）を用い、図２（ａ）
に示すように、この金属板６１に４．８５ｍｍの不具合孔６０ｃを穿孔し、図２（ｂ）に
示すように、この不具合孔６０ｃにアルミニウム材のリベット６３（ＡＬ－ＡＬＹ２１１
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７－Ｔ４）を打鋲した。その後、図２（ｃ）に示すように、リベット頭６３ｂおよびかし
め部６３ｃを除去した（準備段階の完了）。
【００９１】
　次に、図３（ａ）～（ｃ）および図４（ａ）に示すように、前記構成のＦＳＪ装置５０
を用いて表面補修段階の各工程を行い、図４（ｂ），（ｃ）および図５（ａ）～（ｃ）に
示すように、金属板６１を表裏反転させて裏面補修段階の各工程を行った。このとき、回
転部材（ピン部材１１およびショルダ部材１２）の回転数を１５００ｒｐｍに設定すると
ともに、押圧力を４５００Ｎに設定した。
【００９２】
　得られた補修後の金属板６１の断面を電子顕微鏡で観察した結果、金属板６１の厚み方
向全体にわたって、母材（金属板６１）および充填材（リベット６３の充填部６３ａ）と
の境界面が実質的に消失し、一体化していることが確認された。また、補修後の金属板６
１の断面において、マイクロビッカーズ硬度を測定したが、不具合孔６０ｃのあった箇所
はいずれも十分な硬度を有していることが明らかとなり、充填部６３ａに対応する箇所の
一部では、挿入前の充填材と同等あるいはそれ以上の硬度であることが明らかとなった。
【００９３】
　（実施例２）
　ピン部材１１として、外径４ｍｍのものを用いるとともに、ショルダ部材１２として、
外径８ｍｍおよび内径４．０５ｍｍのものを用い、クランプ部材５４として、内径８．０
５ｍｍおよび外径１４ｍｍのものを用いた以外は、前記実施例１と同様に、＃１０の不具
合孔６０ｃを補修した。
【００９４】
　その結果、前記実施例１と同様に、金属板６１の厚み方向全体にわたって、母材（金属
板６１）および充填材（リベット６３の充填部６３ａ）との境界面が実質的に消失し、一
体化していることが確認された。
【００９５】
　なお、本発明は上記の実施の形態の記載に限定されるものではなく、特許請求の範囲に
示した範囲内で種々の変更が可能であり、異なる実施の形態や複数の変形例にそれぞれ開
示された技術的手段を適宜組み合わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲
に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【００９６】
　本発明は、金属材の穿孔作業において不具合が生じた孔を補修する分野に広く用いるこ
とができ、特に、航空機の製造または整備等の分野に好適に用いることができる。
【符号の説明】
【００９７】
１１　　ピン部材（回転部材）
１２　　ショルダ部材（回転部材）
５０　　ＦＳＪ装置
５１　　回転工具部
５４　　クランプ部材
５５　　裏当て部材
５７　　裏当て部材
６０ｃ　不具合孔
６１　　金属板（金属材）
６３　　リベット（充填材）
６３ａ　充填部（充填材）
６３ｂ　リベット頭（残余部分）
６３ｃ　かしめ部（残余部分）
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